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平成 27年 8月 11日 

各  位 

社 名 グローバルアジアホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 楊 晶 

 （JASDAQ・コード 3587） 

問合せ先 取締役 中杉 大陸 

TEL 03-6435-7800（代表） 

 

 

東京証券取引所による当社株式の上場廃止の決定及び整理銘柄への指定に関するお知らせ 

 

当社は、本日、株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取引所」という。）より、平成 27 年

8 月 11 日をもって当社株式を整理銘柄に指定し、平成 27 年 9 月 12 日付けで上場廃止となる旨の

連絡を受けましたので、下記のとおりお知らせいたします。  

このような決定を受ける事態となりましたことを、株主様始めとする関係各位の方々に深くお詫

び申し上げます。 

 

記 

 

１．上場廃止及び整理銘柄指定  

（１）銘柄 グローバルアジアホールディングス株式会社  

（コード：3587 市場区分：JASDAQ スタンダード）  

  

（２）整理銘柄指定期間 平成 27年 8月 11日(火)から平成 27 年 9月 11日(金)まで   

  

（３）上場廃止日 平成 27年 9月 12日(土)   

（注）速やかに上場廃止すべき事情が発生した場合は、上記整理銘柄指定期間及び上場廃止日

を変更することがあります。   

  

（４）有価証券上場規程第６０４条の２第１項第３号  

（関連規則は同規程第６０１条第１項第１２号）   

（上場契約違反等において、特設注意市場銘柄への指定から３年を経過し、内部管理体制等

に引き続き問題がある場合に該当するため）   

  

（５）上場廃止理由   
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東京証券取引所の上場廃止決定及び整理銘柄指定の理由は下記のとおりです。    

 

記 

株式会社大阪証券取引所（当時）は、グローバルアジアホールディングス株式会社（以下

「同社」という。）が、同社による不適切な会計処理により、平成 23 年 3 月期第 3 四半期から

平成 24年 3月期第 3四半期までの有価証券報告書等に係る訂正報告書を、2012年 3月 14日及

び同年 6 月 8 日に提出した件について、調査及び照会等により、その主たる要因は、同社の取

締役による与信管理の懈怠、同社及び当時の同社子会社における内部管理体制の不備等である

ことが判明したことから、同社の内部管理体制等について改善の必要性が高いと認め、2012 年

6月 20日に同社株式を特設注意市場銘柄に指定しました。 

 特設注意市場銘柄に指定後１年目の審査及び 2年目の審査において、子会社管理、資金管理、

内部監査及び監査役監査等について不備が認められたことから特設注意市場銘柄の指定を継続

しています。 

 特設注意市場銘柄に指定後 3年目の今回の審査において、同社は、経営状態を把握できない状

態が続いていた子会社について、解決するための方策を依然取っていない事実や、全ての子会

社の取締役会等議事録について、取締役会等の開催から半年を経過した後にまとめて作成して

いる事実及びそれらの議事録作成に係る 社内規程に基づく所定の手続が行われていない事実が

明らかになるなど、子会社管理の不備が認められました。 

 また、管理部門が業務委託料等について契約及び支払内容を把握しないまま支払いを承認して

いる取引があったほか、同社が過去の資金管理上の重大な不備への対応として自ら策定した再

発防止策を履行していない事実がある等、資金管理の不備が認められました。 

 さらに、同社は、退任した取締役が在任中に行った貸付取引について、平成 27 年 3 月期に貸

倒引当金を計上していますが、当該貸付取引の条件等の詳細について社内に把握している者が

いないことから、与信管理が適切に行われていないと認められます。 

 その他にも、印章取扱規程、経理規程及び決裁権限基準内規などの社内規程が適切に運用され

ておらず、また、開示体制についても適切に運用できていないと認められました。 

 また、内部監査においても上記の事象について指摘をしていないこと、監査役監査についても    

監査役会が自ら監査すべきとした事項の一部について未実施であるなど、内部監査及び監査役

監査の実効性が不十分であると認められます。 

 以上を総合的に勘案すると、同社の内部管理体制等には、引き続き問題があると認められます。  

以 上  

  

２．今後の見通し  

当社株式は、平成 27 年 8 月 11 日(火)から平成 27 年 9 月 11 日(金)までの期間、整理銘柄に指

定され、平成 27年 9月 12日(土)に上場廃止となる予定です。  

このような事態に至りましたことを重ねて深くお詫び申し上げます。 

以上 


